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各校事務職員様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連携会議事務局
市内の就学援助認定状況について
　事務局で、連携会議の加配申請書を作る際に、各校の児童生徒数及び学級数を記入する欄があるのですが、来年の数字なので市教委に訊ねたら、「各校に通知してある」とのこと。はて？と思いついたのは、「平成２３年度学齢生徒に関する報告書」です。見たことありますか？　実は、この報告書には「要保護児童生徒数・割合」という欄があるので注目していたのですが、加配申請書を作るついでに就学援助数・割合を集計してみました。その結果は下記の通りです。（会員のページに校名入りで掲載します。）
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簡単にまとめてみると、市内２１校（聚富を２校とした場合）のうち総数は１４４９人で、援助率が３０％を超えている学校が１０校あます。地域格差も大きく、４０％を超えている学校が１校あり１０％未満の学校も１校あります。表にしてみるとあらためて家庭経済の困窮状況がわかります。
さて、事務局では現在２００９年度分学校徴収金の未納状況調査を行っていますが、中間集計では未納率は前年を下回っているようです。子ども手当が制度化されたことも寄与しているのかもしれません。しかし、この子ども手当をめぐってそこかしこで、「子ども手当を給食費未納に引き当てるべき」とか「教材費の未納に引き当てるべき」といった議論が出始めています。就学援助費を受給していても支払いのできない家庭がまだ多いのでしょう。この辺の問題は「学校徴収金をどう考えるか」とも関連がありますし、義務教育の費用負担は家庭にも義務があるのかということとも関連があると思います。ご承知の通り、連携会議が行った石狩市の意識調査では「保護者負担必要有り」との意見は延べで５０％程度ありました。連携会議としては予算要望活動や徴収金調査を通してこのことを考え続けていますが、なかなか「結論」のでる話ではなさそうです。

平成２３年度の加配申請書ですが、事務局校をとおして市教委に提出しました。提出した申請書をホームページにアップしたので、ご覧になってください。
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